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１ 事業の位置付け 
 

  当法人の実施する事業全てが、公益目的事業として県から認定を受けている。 
 

（公益認定上の事業名称） 

 「良質な社会資本の整備・活用による県民の安全・安心の確保、利便性の向上及

び福祉増進を図るための発注者等支援事業」 

（公益目的事業の趣旨等） 

 本事業は、公共工事が適正かつ効率的に執行できるよう地方自治体を支援・補完

するほか、社会資本の整備を担う建設技術者の人材の育成・技術力の向上や、建設

工事用材料の品質確保のための材料試験を実施し、地方自治体による良質な社会資

本の整備の推進に貢献することにより、最終受益者である県民の安全・安心の確保、

利便性の向上及び福祉の増進と地域社会の健全な発展に資することを目的として

いる。 
 

 令和７年度についても、当センターの社会的使命である岡山県及び市町村の建設

行政を総合的に支援・補完できる公益法人として、建設業界のニーズに適切に対応

できるよう、次の執行体制で円滑に業務を進めていく。 
なお、技術部に設置している課については、令和７年度から業務内容に即した名

称に改めることとしている。 
 

２ 組織・執行体制図（令和７年度） 
                                  
 
                      事務局執行体制（R7.4月現在） 
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３ 各部門の事業計画 
 

○社会資本整備を行う地方自治体（発注者）の支援（技術支援部門） 

 

 （１）設計積算支援事業 
事業内容：地方自治体が実施する道路、河川、砂防工事などの公共建設施設の工

事発注に当たって必要となる工事費を算出する事業及び関連事業 

 

    設計積算支援業務については、県は増額、市町村は減額を見込んでいる。 

   設計積算に関する各種データの作成及び集計・分析業務については、令和６年度

同様、２件の受託を見込んでいる。 

   技術者派遣業務については、年間を通じて岡山県へ２名の職員派遣を計画してい

る。 

 

① 設計積算支援業務 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

団 体 数 
県 市町村 県 市町村 

１ １１ １ １３ 

受 託 額 

（千円） 

２９２，５００ ６８，８９２ ２８４，００５ ８０，２９０ 

３６１，３９２ ３６４，２９５ 

 

② 設計積算に関する各種データの作成及び集計・分析業務 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

団 体 数 県 ２ 件 県 ２ 件 

受 託 額 

（千円） 
３，４１０ ３，４１０ 

 

  



 

③ 技術者派遣業務 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

団 体 数 
県 市町村 県 市町村 

２ － ２ １ 

受 託 額 

（千円） 

１８，９７２ － １８，９７２ ８，４０３ 

１８，９７２ ２７，３７５ 

 

 

（２）工事管理支援事業 
事業内容：岡山県や市町村が発注した工事が、請負業者において契約図書どおり

適正に施工されているかどうかについて、工事現場での監督・検査補助を行う

業務や、技術力を必要とするトンネル・橋梁工事等について、技術的助言・提

言等を行う事業 

 

    工事管理支援事業について、県は令和６年度実績見込みと同額、市町村は工事監           

督補助業務（建築）２件を受託予定であるが、金額は減少する見込みである。 

 

  

区 分 

 

令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

県等(件) 市町村(件) 県等(件) 市町村(件) 

現場管理業務 － － － － 

工事監督補助業務 １ ２ １ ６ 

検査補助業務 １ － １ － 

受託額（千円） 
４０，０００ １３，０００ ４０，０００ １３，７３８ 

５３，０００ ５３，７３８ 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）災害等緊急時支援事業 
事業内容：台風や大雨などの風水害や地震災害により被災した道路、河川等をは

じめとする公共建設施設の災害復旧工事に係る業務について、県・市町村等か

らの要請に基づき、最優先で設計積算業務や工事管理業務を実施する事業 

 

岡山県からの災害復旧工事の設計積算業務については、未確定のため例年どおりの

計画額としている。 

市町村については、未確定のため見込んでいない。 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

団 体 数 
県 市町村 県 市町村 

１ － １ ２ 

受 託 額 

（千円） 

１０，０００ － ２２，７４８ ３，０３６ 

１０，０００ ２５，７８４ 

 

 

 （４）公共施設長寿命化修繕計画策定支援事業 
事業内容：地方自治体が管理する道路橋梁をはじめとする公共建設施設の長寿

命化を図るため、地方自治体からの要請に基づき、修繕計画の策定や関連業務

を実施する事業 

 

橋梁データ管理業務は、引き続き県及び市町村から受託の予定である。 

長寿命化修繕計画策定業務は、令和６年度に計画策定が一旦終了したため、令和

７年度は「点検・修繕計画一覧表」の時点修正業務のみを見込んでいる。 

また、その他業務として橋梁点検監督補助業務の受託を２町村から見込んでい

る。 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

橋梁データ管理業務 県・２７市町村 県・２７市町村 

長寿命化修繕計画策定業務 ２５市町村 県・２０市町村 

その他公共建設施設長寿命化 

修繕計画策定等業務 
２町村 ２町村 

受託額（千円） １８，８４２ ４０，５０６ 



（５）公共工事積算システム支援事業 

事業内容：市町村及び団体に対し、岡山県の土木積算システムに準拠したインタ

ーネット配信型の積算システムを提供することで、システム導入から導入後

のサポートまでを一括して行い、システム管理やデータ更新作業、チェック作

業等の省力化、経費の縮減及び積算技術の精度向上が図れるよう支援する事

業（利用市町村等に対し、使用の頻度に応じてライセンスを付与） 
 

令和７年度はシステム更新に伴う利用料の見直し及び倉敷市の新規利用により

増額を見込んでいる。 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

利用市町村等 
市町村 団体 市町村 団体 

１８ ５ １７ ５ 

負担金額 

（千円） 

９１，５１６ １０，３５９ ６５，５５９ ８，４６５ 

１０１，８７５ ７４，０２４ 

 

 

 （６）公共工事ＩＴ化推進支援事業 
事業内容：公共事業の執行の効率性及び品質の向上、透明性の確保並びに公共事

業全体のコスト縮減を図るため、情報技術（ＩＴ）を有効活用することにより、

公共工事の情報化（ＩＴ化）を推進する事業 

 

情報共有システムについては、令和６年度より岡山県の利用対象工事が拡大

されたことにより、今後も利用が増えるものと想定されることから、やや増加す

るものと見込んでいる。 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

利用件数 ２６０件 ２４８件 

利用料額（千円） ２，８６４ ２，７２８ 

 

 



○社会資本の整備を担う建設技術者の人材育成・技術力向上のための 

研修、情報発信等（研修部門） 

 

 （７）研修事業 

①一般土木・情報管理研修 
   事業内容：県・市町村職員及び建設業従事者を対象に、建設技術に関する専門 

的な知識や技術習得のための各種研修を実施し、建設技術者の人材育成と建 

設技術の向上を図るための事業 

 

県・市町村職員及び建設業従事者を対象に、一般土木研修及び情報管理研修 

８２講座（予定人数3,983名）を計画している。 

（「令和７年度研修計画」：別表１のとおり） 

《令和６年度実績：８３講座（予定人数4,005名）、修了者数2,729名》 

 

計画の策定に当たっては、受講者のアンケート結果や関係機関の要望等を踏ま

え、研修ニーズに対応した内容に一部見直し等を行い、研修協議会での審議を経

て、研修効果を期待できる内容の計画とした。 

なお、建設業従事者を対象とした講座については、受講者の自己研鑽と技術力の

向上を図るため、下記のとおり各団体から継続学習（継続教育）研修として認定を

受けている。 

 

 ・（一社）全国土木施工管理技士会連合会ＣＰＤＳ  ２６講座 

・測量系ＣＰＤ協議会測量ＣＰＤ           ６講座 

・（一社）建設コンサルタンツ協会ＣＰＤ      １２講座 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実 績） 

講座数等 
講座数 予定人数 講座数 修了者数 

８２ ３，９８３ ８３ ２，７２９ 

受講料等額 

（千円） 
４６，３５６ ４４，５２９ 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別表１

一般土木

県 市町村 公・団体 建設業 計

基礎 土木事業全般と工事の計画と設計 1 3 ○ ○ 50

道路事業 1 1 ○ ○ 30

道路構造物の点検と対策 1 1 ○ 40

都市計画全般 1 1 ○ ○ ○ 30

下水道事業全般 1 1 ○ 30

森林土木（災害復旧事業）の概要 1 2 ○ ○ 20

新人・若手土木技術者の基本 ○ 1 2 ○ 60

7 11 78 120 2 60 260

初級 土木工事の施工管理【監督編】 1 2 ○ ○ 40

土木工事の施工管理【試験編】 1 2 ○ ○ 30

土木工事の施工管理 ○ 2 4 ○ 120

道路管理 1 1 ○ ○ 30

道路事業 1 2 ○ ○ 30

河川行政 1 1 ○ ○ 40

河川事業とダム管理 1 1 ○ ○ 30

砂防関係事業 ○ ○ ○ 1 2 ○ ○ ○ 40

土砂災害に関する気象情報とソフト対策 1 1 ○ ○ 40

岡山県水防技術講習会 1 0.5 ○ ○ 50

災害復旧事業 2 4 ○ ○ 40

災害復旧事業（コンサルタント） ○ ○ ○ 1 1 ○ 60

港湾・漁港事業 1 1 ○ ○ 15

用地・前期 1 2 ○ ○ ○ 50

用地・後期 1 3 ○ ○ ○ 50

建築行政 1 1 ○ ○ 20

都市施設整備（街路・都市再生整備計画・土地区画整理・公園事業） 1 1 ○ ○ 30

災害復旧事業（農地・農業用施設）設計積算 1 1 ○ ○ ○ 30

一般農業土木 1 1 ○ ○ ○ 30

農業土木設計施工管理（ため池） 1 2 ○ ○ ○ 30

アスファルト舗装技術 1 2 ○ ○ 40

工事現場における安全管理 1 1 ○ ○ 30

請負契約実務 1 1 ○ ○ 30

コンクリートの施工技術Ⅰ ○ ○ 2 2 ○ ○ ○ 120

コンクリートの施工技術Ⅱ ○ ○ 2 2 ○ 120

i-Constructionの概要 ○ ○ 3 3 ○ ○ ○ 120

工事測量 ○ ○ 1 2 ○ ○ ○ 60

下水道工事積算・安全管理 ○ 2 2 ○ 120

土木工事設計積算Ⅰ 1 1 ○ 40

土木工事設計積算Ⅱ ○ 2 2 ○ 120

安全管理等 ○ 2 2 ○ 120

現場の原価管理演習 ○ 1 1 ○ 60

補強土壁工法 ○ ○ 2 2 ○ 120

経営管理 ○ ○ 1 1 ○ 60

リスク管理・危機管理 ○ ○ 1 1 ○ 60

建設現場のマネジメント ○ 1 1 ○ 60

46 59.5 376 483 31 1,195 2,085

中級 農林土木工事の執行と検査 1 1 ○ 20

1 1 20 0 0 0 20

予定人数

計 (36講座)

計 (1講座)

令和７年度研修計画

区分 講座名
CPDS

対象

測量CPD

対象

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会

CPD対象 回数

計 (7講座)

日数



 

 

県 市町村 公・団体 建設業 計

上級 交通安全 1 1 ○ ○ 20

道路災害防除事業 1 2 ○ ○ 20

土木工事の入札契約制度 1 1 ○ ○ 30

土木工事監督者 1 2 ○ ○ 30

会計検査指摘事項の検証 1 1 ○ ○ 120

コンクリート構造物の点検・診断・補修 ○ ○ 1 2 ○ ○ ○ 50

アスファルト舗装技術 1 1 ○ ○ 25

道路維持補修 ○ 3 3 ○ 105

道路事業 1 1 ○ ○ 30

橋梁事業 1 1 ○ ○ 30

橋梁保全Ⅰ 1 2 ○ ○ 20

橋梁保全Ⅱ ○ ○ ○ 1 1 ○ ○ ○ 20

橋梁の耐震対策 1 1 ○ ○ 20

トンネル事業 1 1 ○ ○ 20

河川構造物設計 1 1 ○ ○ 30

河川の長寿命化計画等の解説と堤防点検の実務 1 1 ○ ○ 30

農業土木専門技術（水利施設整備・ほ場整備） 1 1 ○ ○ ○ 20

農業土木専門技術（ため池） 1 1 ○ ○ ○ 30

環境対策 1 1 ○ ○ ○ 25

基礎構造等 ○ ○ ○ 1 2 ○ ○ ○ 50

建設工事と環境対策等 ○ 1 1 ○ 60

23 28 275 273 12 225 785

77 99.5 749 876 45 1,480 3,150

県 市町村 公・団体 建設業 計

基礎 農業土木技術者基礎入門 1 1 ○ ○ 15

電子納品〔施工業者〕 ○ 3 3 ○ 84

電子納品〔コンサルタント〕 ○ ○ ○ 1 1 ○ 28

CALS/ECの概要　パソコン ○ 1 1 ○ 28

6 6 10 0 5 140 155

初級 公共事業総合情報システム 6 5.5 ○ 90

設計積算システム 1 1 ○ 28

農地等災害復旧事務処理システム 1 1 ○ ○ 28

電子納品〔県〕 2 2 ○ 56

情報共有システム 2 2 ○ 56

電子納品検査 2 2 ○ 56

ＣＡＤ〔県〕 2 2 ○ 56

ＣＡＤ〔市町村〕 1 1 ○ 28

ＣＡＤ〔施工業者〕 ○ 3 3 ○ 84

デジタル写真管理 ○ 3 3 ○ 84

23 22.5 348 50 0 168 566

中級 ＣＡＤ〔県〕 2 2 ○ 56

2 2 56 0 0 0 56

上級 ＣＡＤ〔県〕 1 1 ○ 28

ＣＡＤ〔市町村〕 1 1 ○ 28

2 2 28 28 0 0 56

33 32.5 442 78 5 308 833

　　　

110 132 1,191 954 50 1,788 3,983

計 (21講座)

計 (4講座)

区分 講座名
CPDS

対象

測量CPD

対象

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会

CPD対象 回数 日数
予定人数

区分 講座名

計 (1講座)

計 (2講座)

合計 (17講座)

総合計 (82講座)

合計 (65講座)

情報管理

計 (10講座)

予定人数測量CPD

対象

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会

CPD対象 回数 日数
CPDS

対象



 

 ②受託研修  

    瀬戸内市から依頼を受け、市職員を対象とした受託研修を計画している。 

     実施回数  年２回（１回２時間程度） 

受託料   １４３千円 

 

③受験準備講習会 

 事業内容：建設関係の資格取得に係る受験準備のための講習会を開催し、建設 

    業に関わる人材の育成を図る事業 

 

１・２級土木施工管理技術検定試験（国家資格試験）及びコンクリート診断士の   

受験準備のための講習会を計画している。 

  

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実 績） 

人員 

（名） 

１級土木施工管理技術検定試験  ４０   ４０  

２級    〃  ３０   ３８  

コンクリート診断士  １０   ６  

計  ８０   ８４  

受講料

額 

(千円) 

１級土木施工管理技術検定試験 １，３２０   １，３２０  

２級    〃 ７１４   ９０８  

コンクリート診断士    １１０   ６６  

計 ２，１４４   ２，２９４  

 

 

 （８）建設技術情報発信事業 

  事業内容：中国地方における建設技術開発・新技術等の情報や、建設工事等で 
    参考となる県内のボーリングデータについて、国、県等の関係機関と連携し 

    て情報の発信を行い、新技術・新工法等の普及、活用を図るための事業 

 

・「中国地方建設技術開発交流会」の開催 

・「岡山県地盤情報」の提供  

   ・データ改定及び作成業務 

   

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

受 託 額 

（千円） 
１，８１５ － 



 （９）図書出版事業 
   事業内容：公共工事を担う地方自治体職員や建設業関係者を対象に、事業の実 

施に不可欠な建設工事に関する最新情報を出版物として販売するなど、建設 

技術者等へ情報の提供を行う事業 

 

    建設工事に関する書籍を販売するなど、建設技術者等への情報提供を計画してい   

る。 

    また、１・２級土木施工管理技術検定試験等を受験する技術者に対し、申込書や   

講習会のテキストの販売を行う。 

 

区 分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

販 売 額 

（千円） 
１，５７８ １，８３５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○社会資本の品質確保のための建設工事用材料試験（材料試験部門） 

 

 （10）建設材料試験事業 

   事業内容：公共工事等に使用される建設材料が、一定の品質に適合しているか 
    否かについて、工事を施工する民間業者等からの依頼により、ＪＩＳ規格等 

    に基づき、５分野（骨材・土質・コンクリート・鋼材及びアスファルト）の 

    建設材料試験を実施する事業 

 

５分野４４項目において実施する。試験件数については、過去３年間の実績を参  

考に計画している。 

また、試験手数料額については、令和７年７月に試験手数料の改定を予定してお 

り、第２四半期以降は改定後の試験手数料で計画している。 

 

区   分 
令和７年度 

（計 画） 

令和６年度 

（実績見込み） 

試 

験 

件 

数 

骨 材 試 験 ２，００７   ２，００８   

土 質 試 験 １，６０３     １，２４８   

コンクリート試験 ８，８２２   ８，１１４   

鋼 材 試 験 １，５５９   ９７８   

アスファルト試験 ６３   ５３   

   副 本 交 付・写 真 ６５５   ７００   

計 １４，７０９   １３，１０１   

試験手数料額（千円） ７５，４１５   ５９，８０５   

 

 

 

 

 

 

 


